
介護認定調査項目等について   
～削除項目（23項目）案への意見～  

稲城市福祉部高齢福祉課長  

石田光広   



稲城市の位置、人口等  

★東京都心の新宿から西南に約25km、南多摩地区  
の東端に位置しています。  
★面積は17．97kポ（東西、南北とも約5．3km）です。  
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定の概要  介護認  

認定審査会委員1巨星（医療6名、保健4名、福祉6名）  
審査会開催回数重恩亘皇国（1回あたりの審査件数35・7件）  

審査会10日菰  資料委員配布   

平均審査時間 雌担拉  

査までの平均日数  10．6日  申請から認定   

申請から認定までの平均日数   34．1日  

審査会認定結果  （単位：人）  

要介護2  要介護3  要介護4  要介護5   合計   

258   265   185   158   1，962   

13．1％   13．5％   9．4％   8．1％   100．0％   

区分   非該当   要支援1  要支援2  要介護1   

認定者数   35   338   335   388   

構成比   1．9％   17．2％   17．1％   19．8％  

平成19年度実績  
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定にかかる事務費負担  介護認  

認定に係る事務費 2こ0，468，326円  

内訳 介護認定審査会経責 4，252，200円  
主治医意見書料  8，561，000円  
認定調査費用等  7，655，126円  

1回あたりの審査会費J；日 372，479円  
1人あたりの章用  10，433円  

※コンピュータ経費を除く。  

（平成19年度実績）  

※市町村にとって、事務費負担は非常に大きい。  
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定調査項計：23項目）削除の案  介護認  

についての意見  

事務の簡素化に向かうことは必要  

工L  

項目数の削減は、介護認定事務の効率化に  
つながるた  

工上   

しかし、円滑な介護認定となるよう、  
現場の声をよく聴いた上で決定して欲しい  
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問題行動に関する項目の削除（案）のうち   

残すことを期待する項目等の意見  

【特に残すことを期待する項目】   

1「幻視・幻聴」   

2「感情が不安定」又は「同じ話をする」   

3「暴言・暴行」   

4「大声を出す」又は「落ち着きなし」   

5「外出して戻れない」   

6「火の不始末」  

【可能であれば残してもよいと思う項目】   

1「作話」   

2「一人で出たがる」   

3「収集癖」   

4「物や衣類を壊す」   

5「不潔行為」  
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残すことを期待する理由等  

【直接的な理由】   

■ 認知症の周辺症状として現れやすい項目と思われること。  
・在宅生活が困難となる原因を現していると思われること。  
・介護の手間が具体的にイメージできるものと思われること。  
・対象者の状態を想像しやすいと思われること。  

【その他の理由】  

査項目の活用  ■ 認定審査会（二次判定）での介 護認定  

査項目の活用  ・ケアマネジメントヘの介護認定  

■ 介護保険運営協議会 での意見  

・認知症高齢者を具体的に把握するツールとして活用  

6   稲城市  



認定審査会では、対象者の状態を適切に把握す  
るためには多角的な介護認定調査項目情報が有益  
である。特に、認知症の程度を見るためには、問題  
行動に関する項目（第7群）を総合的に判断すること  
が行われているため、一次判定で不要であっても、     メ 状態をイージさせることができる情報は必要と思う。  

大幅な削除により、かえって情報不足となり、認  
定審査会の審査・判定が不安定となることが心配で  
ある。  
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ケアマネジメントヘの  

目の活用  介護認定調査項   

査事項（データ）は、申請者の同意を得た上で、担当す  
．＿．＿    ■    lll■■ ■llll■■ ⊥  

査 るケアマネジャー（居宅・施設）へ提供されている。認定  
項目は、ケアプラン作成等に活用されるほか、サービス担当  
者会議等 への活用も多く行われている。   

このように、現場では現行の認定調査事項（データ）をサー  
ビス提供のために活用することが定着しており、ケアに有用  
な情報が大幅に削除された場合は、影響が大きいと思われ  
る。  
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介護保険運営協議会 での意見  

稲城市の介護保険運営協議会 の委員からは、  

「介護認定調査23項目の削除では認知症の認定や  

ケアに影響が出るのではないか」「実態に即した改正  

となるよう国へ求める必要があるのではないか。」  

などの意見が出されており、介護認定調査事項の問  
題行動に関する項目の大幅な変更に対して、心配す  
る声があった。  

凸  

大吉削′、 は 慎重に□べき。  問題行動に関する事項の  
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す  

立度」に加えて、介護認定調査の「問題行動に関する項目」  
の記入事項を参考にすることがある。  

例 市町村事業への日常的活用  
（1）「外出して戻れない」「一人で出たがる」  

→ 排掴感知器の配布事業へ活用  

（2）「火の不始末」  

→ 自動火災報知器の設置助成事業等への活用  
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認知症高齢者を具体的に把握するツールとして活用（2）  
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こうした観点からも、ある程度の「問題行動に関する事項」データの蓄積  
は必要ではないかと考える。  
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意見のまとめ  

1介護認定事務の簡素化・効率化は進めるべきである。  
査項目（データ）はコンピュータ判定に直接不要  2 介護認定   

査員の把握を助けるもの」、「介護認定審査  であっても、「   
介護マネジメントなど  会での審査・判定に有益であるもの」、「  

現場での活用が進んでいるもの」「市町村が地域を把握する  

うえで活用しているもの」などは、削除せず、一部は残しても  
よいのではないか。  

介護認定事務は制度の信矧生を確保するうえで重要な事務  
であることから、科学的な十次判定ロジックの決定に加えて、  
住民への説明を担う現場の市町村職員の実務的な意見も参  

考として欲しい。  
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参考2≡  認定調査項目に係る自治体からの意見  

平成20年8月 4 日  

厚生労働省老健局老人保健課長 様  

名 古屋 市健康福 祉局  

高齢福祉部介護保険課長  

調査項目の削減について   

要介護認定のしくみの見直しにおいて認定調査の調査項目の削減  

が検討されていることについて、下記のとおり意見を述べさせてい  

ただきます。  

記  

1 認．定調査について  

要介護認定事務において調査項目の削減は、認定調査の負担軽   

減に資するものと して肯定的に捉えております。  

しかし一方で、被保険者には調査項目 と して調査される状況以   

外においても介護が提供されていることも多く、介護認定審査会   

においては一次判定で推計された要介護認定等基準時間と 、それ   

ら実際に提供されている介護の状況を総合的に比較・検討し、要   

介護度を決定することが求められています。  

そのため、認定調査においては、調査項目だけにと らわれるこ   

となく、実際に提供されている介護の状況を必要かつ十分に調査   

していることが必要であると考えます。  

2 削減候補とされている調査項目について  

（1）第7群の調査項目について  

第7群の調査項目の判断においては、被保険者にこれら認知症   



の周辺症状があったと しても、周辺症状への対応と して提供され   

ている予防措置については調査結果の選択肢と して評価されない  

ため、被保険者やその介護者にとって、理解が難しい項目です。   

また、調査結果の違いが要介護認定等基準時間の推計において  

も大きく作用するこ とも少なく、削減されることでかえって一次  

判定のしくみが理解し易いものとなるのではないか考えます。   

しかし、上述したように、削減された調査項目において現に介  

護が提供されている場合はもちろん、特に居宅の場合には介護負  

担となり得る認知症周辺症状への対応としての予防的措置なども、  

介護認定審査会において適切に評価されるよ うな工夫、若しくは  

しくみが必要であると考えます。  

（2）第7群以外の調査項目について  

臥減候補となった調査項目には、その選択肢に係る判断基準が   

難解であったり、選択肢の判断のためだけに聞き取り を行ったり  

」鵬 ウ＼＝巨∴「－ ∴Lヾ ノウ ノ マ甘 ′⊥ J  
プ T古 口 ふざ 七 rハ   ＞巧IIJdチ タ▼／rlヽ rr 卜十 ÷旨 ＃ 白石 7．丁 土星   

えており ます。  

しかし、「指示への反応」の調査項目のよ うに、選択肢の判断   

は困難であるものの、その状況が特に居宅において、介護の困難   

さを背景と した介護の手間に強く影響する事例があるなど、被保  

険者の状況に応じた適切な調査と、特記事項への記載が必要であ   

ることに変わりはありません。  

3 認定調査マニュアル及び特記事二項について  

以上、認定調査においては、調査項目の状況だけにと らわれる   

ことなくこ、調査項目以外にも実際に提供されている介護の状況が   

適切に調査され、過不足なく特記事項を通じて介護認定審査会へ  

情報提供されることが必要です。  

ついては、認定調査員に対して、適切な特記事項の記載内容や   

方法及びその必要性が理解されるよ うな認定調査マニュアルが必   



要であると考えます。   

また、認定調査マニュアルだけではなく、特記事項の様式にお   

いても、必要な調査や記載を促すような工夫（例えば「調査項目  

以外に提供されている介護の状況」欄等の．設置）なども必要では  

ないかと考えます。  

4 介護認定審査会委員テキストについて  

認定調査マニュアルと同様に、介護認定審査会においても、 一   

次判定結果（推計された要介護認定等基準時間）の検討を行うに   

際し、反映された介護の手間と反映されていない介護の手間が理   

解でき、特記事項に記載された実際の介護の状況を 適切に加味す   

ることができるような審査判定基準及び審査会資料も必要である   

と考えます。  

（担当）  

名古屋市健康福祉局高齢福祉部  

介護保険課認定給付係  

電話：052－972－2593   



和長第  132号  

平成20年 8月 5日  

厚生労働省老健局  

老人保健課長  様  

和光市長 野木  実  

介護認定調査に係る7群の項目再編についての意見   

このことについて、介護保険認定業務を行う本市の事務担当の意見集約として別添のと  

おり報告します。  

担当  

和光市保健福祉部長寿あんしん課  

介護福祉担当  

t elO48－464－1111（2148）   

f a xO48－466－1473  
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別添  

07群の問題行動項目がなくなった場合の影響について。  

・認知症の判断をどのようにするのか。介護の手間がかかるか、かからないかの判断項目  

がなくなることで、認定審査会で一見しておおよその介護の手間を判断する材料がなく   

なってしまう。  

→認定審査会における1件あたりの審査時間が多くなる。  

・認知症自立度がⅡaより重度であっても、問題行動のあるタイプとないタイプでは介護  

時間に大きな差がある。問題行動による介護時間の加算がなくなることで、問題行動の  

多い認知症の方の場合、介護度が軽度になる可能性がある。  

→認知症状の判断をどのように行うのか。誰が判断し、どのように介護時間を加算する  

のか、加算に対してのある程度の基準はあるのか。審査会委員により判断に差が出てく   

る。認定審査会の平準化は難しくなる。  

・認知症状の中で何に因っているのか、どのようなことが介護の手間になっているのか、  

調査員が聞き取る基準がなくなる。  

→調査員の質によって聞き取る能力に差があるため、同一人物に対して複数の調査員が  

調査した場合、認知症状のイメージに大きな差が出てくると思われる。（認知症状につい  

て正しく判断できないケースが増えると思われる。）  

07群がなくなった場合について。  

・認知症状の判断基準が別途必要。認知症自立度のみでは判断できない、日常生活上の支  

障となると考えられるものの一覧など。（判断にバラつきが出ないよう一定の項目を示し、  

調査員の聞き取り時に活用できるように）  

・認知症状についてイメージしやすいよう特記事項に詳しく記載する必要がある。記載量  

が増えることで調査員の負担が増えると思われるが、具体的な記載例などである程度カ   

バーできる。  

・調査員・審査会委員へのわかりやすい具体例を挙げた研修が必要。何よりも特記事項が   

重要になるので調査員への研修は不可欠。  

○介護の手間となっていると考えられ、認知症状の評価として審査会で注目していた項目   



・（オ）昼夜逆転‥・介護者が夜間眠れず介護負担が大きくなっている場合。」  

・（カ）暴言暴行（ク：）大声を出す（ケ）介護に抵抗・‥日常の介護に支障があり明らかに介護時   

間が増加している場合。  

・（コ）常時の排桐（シ）外出して戻れない（ス）一人で出たがる・‥迷子や転倒など危険があり   

常時見守りが必要な場合。  

・（チ）不潔行為・‥日常的に不潔行為が見られ、後始末が介助されている場合。   



多摩市からの意見  

委員限りに配布  

（提供者の希望により不掲載）   




